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第 1 章 保健事業実施計画（データヘルス計画）の基本的事項 

１．背景・目的 

 池田町では国が定める国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（以下、

「保健事業実施指針」という。）に基づき、平成 28 年 3 月に池田町国民健康保険保健

事業実施計画（以下、「池田町データヘルス計画」という。）を策定し、被保険者や地域

の特性を踏まえた保健事業を実施してきた。 

 国は、医療保険加入者の予防・健康づくりを進め、ひいては医療費適正化を進めるた

め、国民健康保険制度改革の中で公費による財政支援の拡充を行う一環として、保険者

努力支援制度を創設し、平成 30 年度に本格導入する（平成 28 年度から、特別調整交

付金の一部を活用して前倒しで実施）。保険者努力支援制度の評価指標は、毎年の実績

等を見ながら進化発展するとしており、現在は特定健康診査受診率や糖尿病等の重症化

予防の取り組みを高く評価している。 

前計画の期間が終了するにあたり、制度改正やこれまでの取り組みを評価したうえで、

第 2 期池田町データヘルス計画を策定し、被保険者の健康増進、医療費適正化及び保険

者の財政基盤強化を図ることを目的に保健事業を展開していく。 

また、保険者は特定健康診査等基本指針に基づき、特定健康診査等の実施に関する計

画（以下「特定健康診査等実施計画」という。）を定めることとされており、平成 29

年度で第 2 期特定健康診査等実施計画の期間が終了する。特定健康診査等実施計画は、

その目的や期間が本計画と一致することから、本計画の中で一体的に策定するが、詳細

については第 5 章の「第 3 期特定健康診査等実施計画」に記載する。 

 

２．計画の位置付け 

データヘルス計画とは、健康・医療情報を活用し PDCA サイクルに沿った効果的かつ

効率的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画である。 

本計画は、国や北海道が定める計画・指針等の内容をふまえながら、本町のまちづく

りの方向性を定めた池田町総合計画の部門別計画として位置付け、池田町健康増進計画

「健康いけだ 21」や池田町高齢者福祉計画・介護保険事業計画など、関連計画との整

合・調整を図りながら策定している（図１～３）。 
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標準的な健診・保健指導プログラム「30 年度版」より抜粋 

 

 

標準的な健診・保健指導プログラム「30 年度版」より抜粋 

【図２】 

【図３】 
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３．計画期間 

北海道医療費適正化計画や医療計画等が平成 30 年度から平成 35 年度までを次期計

画期間としており、これらとの整合性を図る観点から、計画期間を平成 30 年度から平

成 35 年度の 6 年間とする。 

 

４．関係者が果たすべき役割と連携 

１）実施主体関係部局の役割 

町民課保険係が主体となり、保健福祉課保健推進係と協議、連携したうえで池田

町データヘルス計画を策定・実施する。 

２）外部有識者等の役割 

  町内の医療機関との連携を強化し、データヘルス計画の目的を共有するとともに

支援体制を構築することに努める。 

３）被保険者の役割 

 計画は、被保険者の健康の保持増進が最終的な目的であり、その実効性を高め

るうえでは、被保険者自身が状況を理解して主体的かつ積極的に取り組むことが

重要である。 

４）保険者の役割 

 保険者として、池田町国民健康保険事業の運営に関する協議会の場を通じて、被

保険者の意見を聞き、計画・取組へ反映していくように努めていく。 
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第２章 現状の整理 

１．池田町国民健康保険の特性 

（１）池田町の人口、国民健康保険被保険者の年齢構成 

 池田町の人口は、平成 29 年 3 月 31 日（平成 28 年度末）現在で 6,963 人、うち

65 歳以上の高齢者が 2,860 人、高齢化率が 41.1％となっており、年々高齢化が進ん

でいる（表 1）。 

池田町国民健康保険（以下、「池田町国保」という。）の被保険者数は、2,373 人で、

総人口の 34.1％を占めており、年々減少している（表 2）。また、年齢階層別・男女

別被保険者数を見ても、年齢階層が高くなるのに従って増加しており、特に 60 歳以

上の被保険者が多い状況となっている（図 4）。 

池田町の人口 

 

国民健康保険被保険者の年齢構成 

 

平成26年度 平成27年度 平成28年度

7,206人 7,097人 6,963人

75歳以上 1,538人 1,554人 1,564人

(21.3%) (21.9%) (22.5%)

65～74歳 1,269人 1,282人 1,296人

(17.6%) (18.1%) (18.6%)

40～64歳 2,333人 2,260人 2,153人

(32.4%) (31.8%) (30.9%)

39歳以下 2,066人 2,001人 1,950人

(28.7%) (28.2%) (28.0%)

38.9% 40.0% 41.1%

※池田町住民基本台帳に基づく人口数（各年度3月31日現在）

区　分

総　人　口

高齢化率

平成26年度 平成27年度 平成28年度

2,620人 2,484人 2,373人

65～74歳 982人 995人 1,011人

(37.4%) (40.0%) (42.6%)

40～64歳 939人 886人 802人

(35.8%) (35.7%) (33.8%)

39歳以下 699人 603人 560人

(26.8%) (24.3%) (23.6%)

※各年度3月31日現在

被　保　険　者　数

区　分
池田町

【表 1】 

【表 2】 
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※国保総合システム（平成 29 年 3 月末） 

 

（２）池田町の死亡の状況 

 平成 26 年の池田町の主要死因は、悪性新生物、肺炎、心疾患の順となっており、肺

炎の死亡率が大きく増加している（表 3）。 

 標準化死亡比＊では、男女の悪性新生物、男性の虚血性心疾患、腎不全、女性の自殺

が全国よりも高くなっている（表 4）。 

 

主要死因の経年変化                （ ）内は人口 10 万対の人数 

※十勝地域保健情報年報（平成 22～26 年実績） 

  平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

第 1 位 
悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 悪性新生物 

32 人（425.6） 36 人（470.2） 26 人（346） 32 人（431.6） 29 人（399） 

第 2 位 
心疾患 心疾患 心疾患 心疾患 肺炎 

20 人（266.0） 21 人（274.3） 15 人（199） 20 人（269.7） 16 人（220） 

第 3 位 
脳血管疾患・肺炎 脳血管疾患 老衰 脳血管疾患 心疾患 

11 人（146.3） 9 人（117.6） 12 人（160） 11 人（148.3） 15 人（207） 

第 4 位 
  肺炎・老衰 脳血管疾患 肺炎 老衰 

  5 人（65.3） 8 人（106） 9 人（121.4） 7 人（96） 

第 5 位 
老衰  肺炎  老衰  不慮の事故 

6 人（79.8）  5 人（66）  5 人（67.4）  6 人（83） 

【図 4】 

【表 3】 
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標準化死亡比（ＳＭＲ＊） 

 
悪性新生物 脳血管疾患 虚血性心疾患 自殺 腎不全 肺炎 

男 101.2 97.0 110.7 77.7 123.5 80.9 

女 114.1 71.8 73.1 114.5 87.5 87.2 

計 106.3 84.3 94.1 89.2 105.5 83.6 

※北海道における主要死因の概要 9（平成 18 年～27 年北海道健康づくり財団調べ） 

＊標準化死亡比(SMR): 地域の年齢構成を均一にした死亡率で、全国を 100 とし、それより大きい

場合は全国に比べ死亡率が高いことを意味する。 

 

２．第 1 期計画に係る評価及び考察 

 （１）特定健診受診率向上に向けた対策 

 特定健診受診率の目標値及び実績値 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

目標値 35％ 45％ 50％ 55％ 60％ 

対象者数 1,821 人 1,773 人 1,744 人 1,681 人  

受診者数 650 人 619 人 627 人 756 人  

実績値 35.7％ 34.9％ 36.0％ 44.9％  

北海道 24.7％ 26.1％ 27.1％   

全国 34.2％ 35.3％ 36.3％   

 ※町：法定報告数値（H28 年度実績値については町集計値） 

  道：国民健康保険中央会調査数値 全国：厚労省実施状況公表数値 

 

年齢別特定健診受診率の推移 

※KDB システムより 

20.9%

34.4%

29.3%

38.0%

27.1%

28.6%

21.1%

23.3%

28.4%

36.5%

33.7%

29.9%

35.0%

36.5%

29.3%

27.3%

35.5%

29.6%

30.4%

34.5%

39.0%

24.4%

24.6%

30.9%

31.3%

32.2%

39.5%

46.4%

28.2%

30.4%

34.8%

39.1%

30.1%

41.0%

52.1%

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%

1

2

3

4

5

6

7

H28

H27

H26

H25

H24

17.2%

38.7%

33.8%

33.3%

32.7%

35.8%

20.7%

20.6%

24.6%

39.7%

33.9%

31.1%

42.8%

31.9%

24.1%

14.1%

38.9%

33.0%

36.3%

35.8%

37.6%

22.6%

21.8%

38.4%

34.7%

34.0%

38.6%

43.1%

29.7%

33.3%

43.5%

41.8%

33.2%

48.6%

52.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

男 女

【表 4】 

【表 5】 

【図 5】 
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＜主な受診率向上対策＞ 

平

成

28

年

度 

・特定健診自己負担額の無料化 

・未受診者アンケート調査（H28 のみ）と調査結果の広報誌への掲載 

・30 歳代特定健診の導入 

・啓発活動（のぼり・ポスター・公用車ステッカー作成、広報誌への地区別

受診率の定期掲載、新聞記事掲載、啓発強化月間の設定） 

・健康教育の実施(商工会女性部、民間団体) 

・町内医療機関医師へ、通院者への受診勧奨を依頼 

・未受診者へ集団検診申込書、返信用封筒の送付 

・医療機関情報提供実施機関の拡大 

・未受診者台帳の整備と地区担当保健師による受診勧奨の強化 

平

成

29

年

度 

・特定健診詳細項目検査(心電図・眼底・貧血検査）を全員に実施 

・帯広厚生病院人間ドックの助成対象を拡大 

・脳ドック受診枠の拡大 

・北斗病院がんドックにて特定健診を実施 

・北海道健康マイレージ事業の実施 

・保健カレンダーや受診勧奨チラシの内容を見直す 

・平成 28 年度の特定健診受診率は 44.9％であり、目標値には届かないものの年々上昇

傾向にある。特に、平成 28 年度に大きく上昇していることから、第１期計画に基づい

た保健事業の実施が要因と考えられる（表 5）。 

・年代別にみると、40 歳代及び 60 歳代前半の受診率が低くなっている（図 5）。 

・平成 28 年度に実施した特定健診未受診者アンケート調査（1,487 人対象、回収率 

24.3％）では、調査票に集団検診の申込書と返信用封筒を同封したことで、新規受診者

の増加につながった。しかし、平成 29 年度も同様に実施したところ新規受診者の申込

みは少なく、年々その費用対効果が減少していくことが考えられる。今後は新規受診者

が継続して受診できるような対策及び新規受診者の増加に向けた新たな対策が必要と

いえる。 

・特定健診未受診者アンケート調査では、特定健診を受診しない理由として、回答者の

約 6 割が「定期的に病院にかかっているから」と答えている。池田町では、町内医療機

関へ通院中の方については、医療機関からの情報提供によりデータを受領する仕組みが

あるが、特定健診の検査項目を満たしておらず、受領できない方もいる。通院中の方の

データ受領の方策について、今後更に検討を進める必要がある。 

・特定健診未受診者アンケート調査より、回答者の内約 3 割の人は、国保特定健診の内

容を十分に把握していない状況であった。そのため、平成 29 年度には、保健カレンダ

ー及び特定健診受診券同封チラシなどの内容を見直すなど、わかりやすい周知に努めて

いるが、健診内容や実施機関・受診方法などが複雑化しているため、個別に訪問や電話
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などで丁寧な勧奨を行うことや健康教育の充実も必要である。 

 

（２）特定保健指導実施率を高める取り組み 

特定保健指導実施率の目標値と実績値 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

目標 40％ 45％ 50％ 55％ 60％ 

対象者数 80 人 79 人 75 人 85 人  

終了者数 29 人 42 人 39 人 48 人  

実績 36.3％ 53.2％ 52.0％ 56.5％  

北海道 28.6％ 29.1％ 30.9％   

全国 22.5％ 23.0％ 25.1％   

 ※町：法定報告数値（H28 年度実績値については町集計値） 

  道：国民健康保険中央会調査数値 全国：厚労省実施状況公表数値 

特定保健指導対象者の割合 

 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

特定保健指導対象者 12.3％ 12.8％ 12.0％ 11.2％ 

 ※法定報告数値（H28 年度実績値については町集計値）より算出 

＜主な特定保健指導実施率向上対策＞ 

平

成

28

年

度 

・集団検診結果説明会対象者の拡大 

・30 歳代特定健診受診者への結果説明会の実施 

・厚生病院人間ドックの特定保健指導対象者へアンケート調査を実施 

平

成

29

年

度 

・北海道健康マイレージ事業の実施 

・平成 28 年度の特定保健指導実施率は 56.5％であり、平成 26 年度以降は目標値を上

回る実績となっている（表 6）。 

・帯広厚生病院人間ドック受診者の特定保健指導は、帯広厚生病院へ委託しているが、

特定保健指導実施率が低いことからその要因を探るため、平成 28 年度に過去数年間に

特定保健指導に該当した方に対してアンケート調査を実施した（34 名対象、回収率

73.5％）。調査の結果、本人が特定保健指導に該当している認識が低いこと、町内での

保健指導の継続を求める意見が多いことなどがわかったため、今後の実施体制の参考と

【表 6】 

【表 7】 
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していく。 

・特定保健指導に該当しない方を対象とした結果説明会実施率は、平成 28 年度実績で

86％となっており、特定保健指導対象者の増加の抑制につながっていると考えられる

（表 7）。特定保健指導実施率を上げるためには、健診受診者一人ひとりへの丁寧な対

応により早期に生活改善を図り、特定保健指導の対象者を減らすことも重要である。 

 

（３）がんの早期発見の取り組みについて 

 

がん検診受診率の推移                    （％） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

※地域保健・健康増進事業報告値 

・受診率の算定対象年齢は、胃・肺・大腸・乳がん検診：40 歳～69 歳、子宮頸がん検診：20 歳～69 歳。 

・平成 27 年度報告より、対象者数を全住民として算出しているため、受診率は減少している。  

・平成 28 年度報告より、胃がん検診の対象者が 50 歳～69 歳、隔年受診となり算出方法が変更になってい

る。 

 

 

がん検診受診数の推移                     （人） 

 胃がん 肺がん 大腸がん 子宮頸がん 乳がん 

平成 

25 年度 
291（386） 301（415） 359（492） 180（192） 157（178） 

平成 

26 年度 
291（404） 314（434） 358（503） 207（225） 199（223） 

平成 

27 年度 
264（362） 289（426） 349（509） 147（168） 144（173） 

平成 

28 年度 
265（364） 321（469） 322（483） 140（161） 148（174） 

※地域保健・健康増進事業報告値（胃・肺・大腸・乳がん検診：40 歳～69 歳、子宮頸がん 

検診：20 歳～69 歳） 

※（ ）内の数値は全受診数（70 歳以上含む） 

 

  胃がん 肺がん 大腸がん 子宮頸がん 乳がん 

平成 25 年度 24.1 23.2 29.6 30.8 40.7 

平成 26 年度 24.6 24.8 30.1 31.5 44.7 

平成 27 年度 8.6 9.6 11.5 17.1 22.0 

平成 28 年度 14.0 10.8 10.8 14.0 19.1 

北海道(28 年度) 8.8 4.8 6.3 14.3 16.6 

全国(28 年度) 8.6 7.7 8.8 16.4 18.2 

目標値 40％以上 50％以上 

【表 9】 

【表 8】 
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がん検診の精密検査受診率とがん発見者数の状況 

 
※地域保健・健康増進事業報告より。平成 28 年度データと前立腺がん検診のデータは保健事業評価より。 

＊厚生労働省報告書「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」（平成 20 年 3 月）より。

値が高いとがん発見を高める。 

＜主ながんの早期発見に向けた対策＞ 

・平成 28 年度より、がん検診受診意向調査を実施（513 名対象、回収率 26.5％）する

など、受診率の増加を目指して一定の年齢の対象者に個別通知で受診勧奨を行っている。 

・がん対策については、国保被保険者のみでなく全住民を対象として実施しているとこ

ろであるが、受診率はこれまで国の算定基準が統一されておらず、各自治体との比較が

難しい状況であった。平成 30 年度からは、国保被保険者の受診率に統一されることに

なったため、国保被保険者へのがん検診受診勧奨をさらに充実させることが必要である。 

・がん検診受診意向調査より、子宮頸がん・乳がん検診については、町の検診ではなく、

許容値 目標値

精密検査受診率 89.3% 89.7% 96.3% 100.0% 70%以上

がん発見者数

精密検査受診率 100.0% 80.0% 90.0% 100.0% 70%以上

がん発見者数

精密検査受診率 86.8% 60.5% 75.9% 68.3% 70%以上

がん発見者数

精密検査受診率 100.0% 50.0% 50.0% 100.0% 70%以上

がん発見者数

精密検査受診率 81.3% 91.3% 100.0% 100.0% 80%以上

がん発見者数

精密検査受診率 100.0% 80.0% 75.0% 100.0%

がん発見者数

H28
事業評価指標

＊

胃がん検診

90%以上

肺がん検診

大腸がん検診

子宮頸がん検診

乳がん検診

H25 H26 H27

前立腺がん検診

3人

0人

3人

0人

3人

3人

平

成

28

年

度 

・啓発活動（のぼりの作成） 

・子宮がん、乳がん検診無料クーポン事業の継続 

・北斗病院 PET 乳がん検診業務協定締結 

・がん検診受診意向調査の実施 

平

成

29

年

度 

・厚生病院人間ドックの助成対象拡大と助成額の見直し 

・町内医療機関にて胃がん検診内視鏡検査の導入 

・子宮がん、乳がん検診の個別検診委託機関の拡大及び集団検診実施 

回数の増加 

・子宮がん、乳がん検診の受診間隔を隔年から年１回へ変更 

・がん検診受診勧奨通知の送付（一定の対象年齢の方） 

・北海道健康マイレージ事業の実施 

【表 10】 
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町外の医療機関で受診している方が多かったため、平成 29 年度より委託医療機関を拡

大した。また、町内で集団検診を受診できる機会も年 1 回から 2 回へ増やし、受診し

やすい体制づくりに努めている。 

・大腸がん検診については、無料クーポンの配布事業が平成 23 年度から平成 27 年度

までの 5 年間で終了していることから、平成 28 年度の受診者数が減少していると考え

られる。子宮頸がん・乳がん検診についても、無料クーポンの配布対象の減少に伴い受

診者数が減少している状況である（表 9）。無料化することにより、一定の受診数の増

加は見込めるが、継続受診にはつながりにくいという課題もある。がん検診の重要性を

啓発し、意識の向上を図っていく必要がある。 

・平成 28 年度のがん検診の精密検査受診率は、ほとんどの検診で 100％となっており、

積極的な受診勧奨と受診結果の把握に努めた効果といえる。特に胃がん精密検査の受診

率は年々上昇傾向にあり、経鼻内視鏡の普及により精密検査を受けやすくなったことが

一つの要因として考えられる。一方、大腸がん精密検査については、検査の身体への負

担から、受診率が許容値を下回ることもある。健診受診者からのがん発見は 4 年間で

12 件あり、65 歳以上を対象とした結核検診でも肺がんが発見されている。がんの早期

発見に向けて、今後も積極的に精密検査の受診勧奨を行っていく必要がある（表 10）。 

 

（４）医療費適正化等に向けた取り組みについて 

＜主な医療費適正化に向けた対策＞ 

  ・ジェネリック医薬品の使用促進 

  ・重複・頻回受診者の実態把握 

  ・医療費分析の実施 

  ・小規模保険者支援事業（保健師派遣事業）の利活用の検討 

・ジェネリック医薬品の使用促進については、年 3 回該当者へ「ジェネリック医薬品に

関するお知らせ」を発送し、現在処方されている医薬品をジェネリック医薬品へ切り替

えた場合の自己負担削減額を通知している。また、国民健康保険新規加入者、被保険者

証の更新の際に「ジェネリック医薬品希望カード」を配布し、ジェネリック医薬品の利

用促進を促している。しかし、これらの取り組みに対して、どの程度の効果があったの

かという分析ができていない。今後は効果分析と、それにともなう今後の取組方法の検

討が課題となる。 

・重複・頻回受診者の実態把握は、北海道国民健康保険団体連合会から提供される「国

民健康保険重複頻回受診者一覧表」により該当者を抽出している。該当となった者が居

住する地域の担当保健師が、日ごろの関わりの中で聞き取り、面談などを実施している

が、重複・頻回受診と判断する基準が難しく、本人に対して直接指導するところまでに

は至っていない。今後は、他市町村での実施方法なども参考としながら取り組みを行っ

ていく必要がある。 

・医療費分析は、平成 29 年度に平成 28 年度医療費を対象として実施した。 
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分析結果として、循環器系の疾患、新生物＜腫瘍＞（ガン）が高い割合を示した。この

傾向が単年度の状況なのか、中長期的な状況なのかを把握するため、また、今後の保健

事業などへの取り組みの参考とするため、引き続き取り組みを継続していく。 

 小規模保険者支援事業（保健師派遣事業）の利活用については、事業対象となる範囲

（勤務日数）で働くことのできる保健師を確保することが難しく、事業を利用できてい

ない。今後は、引き続き人材の確保を見据えた取り組みを継続し、必要であれば事業の

利活用を検討していく。 
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第３章 健康・医療情報の分析と健康課題の抽出 

１．健康・医療情報の分析 

１）医療費の状況 

（１）総医療費 

 池田町における一人あたりの総医療費は各年度において変動はあるが、近年増加傾向

にあり、全国平均よりも高くなっている（表 11）。 

 また、年齢階層別一人あたりの総医療費を見ると、40 代以降より急増していること

が分かる。この年代は特定健診の対象者となるため、医療費適正化に向けて、健診の受

診勧奨や保健指導により重点的に取り組んでいく必要がある（図 6）。 

 

総医療費の経年変化 

 

年齢階層別一人あたりの総医療費 

※北海道国民健康保険団体連合会「平成 28 年度 国民健康保険 年齢階層別 入院・入院外・ 

歯科別医療費諸費率（保険者計）」より。        

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

718,172千円 778,973千円 758,325千円 713,232千円

2,735人 2,643人 2,549人 2,445人

池田町 262,586円 294,731円 297,499円 291,710円

北海道 284,507円 288,670円 296,807円

全　国 254,435円 261,126円 270,628円

区分

池田町国保の
総医療費

池田町国保
被保険者数

国保にお
ける一人
あたりの
総医療費

※厚生労働省「国民健康保険事業年報」（入院＋入院外＋歯科、一般＋退職）

　・池田町国保被保険者数は、年度平均被保険者数（３月～２月ベース）の数値

【表 11】 

【図 6】 
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（２）生活習慣病の医療費 

最大医療資源傷病名（レセプトに記載された傷病名のうち最も費用を要した傷病名）

による医療費の割合を見ると、平成 28 年度の生活習慣病が占める割合は、平成 25

年度と比べて 6.3％増加している。そのうち、高血圧症・脂質異常症の割合は減少し

たが、がん・糖尿病・慢性腎不全の割合は増加していた（図 7）。 

循環器疾患の医療費の状況について、腎不全は一人当たり医療費が減少、虚血性心

疾患はバラつきはあるものの北海道より低い医療費を維持している。脳梗塞に関して

は一人当たり医療費が昨年度より増加し、北海道よりも高い金額となっているが、受

診率は低いことから、重症化してから治療を受けている傾向にある（図 8）。 

  疾病別医療費では、「循環器系の疾患」に続き、「新生物＜腫瘍＞」が高額となって

おり（表 12）、新生物の中では、「その他の悪性新生物」（前立腺癌、膵癌、膀胱癌等）、

「乳房の悪性新生物」、「気管、気管支及び肺の悪性新生物」の医療費が上位を占めて

いる。また、一人当たり医療費をみると、「直腸の悪性新生物」が全体の 2 位と高額

である。 

  

 

  

【図 7】 

最大医療資源傷病名による医療費の割合 

※KDB システムより 
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１人当たり医療費と受診率の経年変化 

  ※医療費分析システムより 

【図表１８】 

【図 8】 
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疾病大分類別医療費 

医療費が高い疾病 医療費 

１位 循環器系の疾患 139,132,253 円 

２位 新生物＜腫瘍＞ 132,762,514 円 

３位 内分泌、栄養及び代謝疾患 74,914,895 円 

※データ化範囲（分析対象）…入院、入院外、調剤の電子レセプト。対象診療年月は平成 28 年 3 月～

平成 29 年 2 月診療分（12 か月分）。 

 

（３）高額な医療費のかかる疾病 

 高額になる疾患では脳血管疾患・虚血性心疾患ともに件数は少ないが、虚血性心疾患

では 7 件で 1600 万円の費用を要しており、その平均費用が約 240 万円となっている。

人工透析患者のレセプトでは、糖尿病性腎症を含むものが件数・費用額ともに 6 割を超

えている（表 13）。 

生活習慣病の治療者数をみると、高血圧、糖尿病、脂質異常症などの基礎疾患の重な

りを持つ人が多く、血管疾患につながっていることが予測される。いずれも予防可能な

疾患であり、費用額が高額であることを考えると、より一層重症化予防が必要といえる

（表 14）。 

高額な医療費のかかる疾病 

 

※KDB システムより。平成 28 年度累計、件数は各レセプトの延べ件数。 

生活習慣病治療者の構成割合 

 

※KDB システムより。 

厚労省様式

18件

25.7%

781万円

23.1%

5件

7.1%

339万円

10.0%

長期入院
（6か月以上の入院）

件数 70件

費用額 3386万円

様式2-1
★NO.11
（CSV）

高額になる疾患
（80万円以上レセ）

件数

費用額

様式1-1
★NO.10
（CSV） 1億7345万円

1194万円 1662万円

6.9% 9.6%

122件
10件 7件

8.2% 5.7%

糖尿病性腎症

52件

60.5%

3492万円

72.8%53.6%

様式2-2
★NO.12
（CSV）

件数

費用額

10.5% 32.6%

4794万円
371万円 2567万円

7.7%

86件
9件 28件

対象レセプト （Ｈ28年度） 全体 脳血管疾患 虚血性心疾患

人工透析患者
（長期化する疾患）

厚労省様式

62.2% 30.1% 52.5% 11.6%

高血圧症 糖尿病 脂質異常症 高尿酸血症

600人 290人 506人 112人

脂質

異常症

69人 89人 10人

67.6% 74.2% 76.9%

糖尿病
49人 47人 13人

48.0% 39.2% 100.0%

高血圧
80人 97人 12人

78.4% 80.8% 92.3%

様式3

★NO.13～18

（帳票）

生活習慣病の治療者数

構成割合

964人
102人 120人 13人

10.6% 12.4% 1.3%

基

礎
疾

患

の

重
な

り

対象レセプト（H28年5月診療分） 全体 脳血管疾患 虚血性心疾患 糖尿病性腎症

【表 13】 

【表 12】 

 

 

【表 14】 
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２）特定健診の状況 

（１）受診者の状況 

 平成 28 年度の受診者のうち、継続受診者は 65.4％、新規受診者は 20.1％、不定期受

診者は 14.5％となっている。受診率向上に向けて、新規受診者の増加はもちろんであ

るが、不定期受診者の割合も大きいため、不定期受診者へのアプローチも重要である（図

9）。 

健診受診者内訳 

※健康管理システムより、法定報告値とは異なる 

※継続受診者：前年度の受診がある者、新規受診者：過去に 1 回も受診したことがない者 

不定期受診者：前年度には受診していないものの、過去に検診を受診したことがある者 

 

（２）有所見者の状況 

平成 28 年度のメタボリックシンドローム該当者・予備軍の割合は、全国・北海道と

比較してメタボリックシンドローム該当者が多く、該当者の内訳をみると３項目全て該

当が男女ともに約 40％とかなり高い割合となっている（図 10・11）。 

有所見者の経年変化を見ると、男性、女性ともに BMI・腹囲の有所見者が減少、中性

脂肪・ＨbA1c・GPT 等の有所見者も減少しており、保健指導等によるメタボリックシ

ンドローム解消の効果が一定程度みられた。しかし、いずれの項目も未だに北海道や全

国の割合より高い状況となっている。また、血圧の有所見者割合が男女ともに増加、女

性においては LDL コレステロールが増加している（図 12）。 

40歳
受診者

C'

--

5
1.9%

8
5.7%

2
1.8%

13
8.1% 14.5%

H28
800 161 116
41.8% 20.1%

H27
674 112 87
36.0% 16.6% 12.9%

33.9% 20.9% 7.2%

33.5% 39.1%

H26
670 140 48

H25
676 264 --

C D

H24
574 -- --
29.0%

受診者数
（下段:受診率）

新規受診者 不定期受診者

A

523

475

482

412

161

112

140

264

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

H28

H27

H26

H25

H24

健診受診者内訳
…継続受診者（前年度の受診あり） …新規受診者

【図 9】 
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メタボリックシンドローム該当者・予備軍の割合 

※KDB システムより（平成 28 年度累計） 

 

メタボリックシンドローム該当者の内訳 

※KDB システムより（平成 28 年度累計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 10】 

【図 11】 
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有所見者の経年変化 

男性 

  
※棒グラフ上段が平成 25 年度、下段が平成 28 年度実績

【図 12】 
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女性 

 
※棒グラフ上段が平成 25 年度、下段が平成 28 年度実績  
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（３）糖尿病、血圧、LDL のコントロール状況 

 新規受診者の中から受診勧奨が必要な者が多く発見されている。また、治療中であっ

てもコントロールが難しい方もいるため、医療機関と連携を取りながら保健指導を行っ

ていくことが重要である（図 13）。 

※健康管理システムより（平成 28 年度累計） 

【図 13】 

継続受診者と新規受診者の比較

HbA1c

0人 0.0% 44.8% 103人

0人 0.0% 47.3% 35人

6人 10.7% 37.4% 86人

2人 11.8% 35.1% 26人

15人 26.8% 16.5% 38人

2人 11.8% 14.9% 11人

14人 25.0% 1.3% 3人

6人 35.3% 1.4% 1人

15人 26.8% 0.0% 0人

5人 29.4% 1.4% 1人

6人 10.7% 0.0% 0人

2人 11.8% 0.0% 0人

血圧

108人 47.0% 66.1% 154人

21人 32.8% 58.7% 44人

58人 25.2% 15.5% 36人

20人 31.3% 17.3% 13人

55人 23.9% 13.3% 31人

14人 21.9% 10.7% 8人

7人 3.0% 5.2% 12人

9人 14.1% 6.7% 5人

2人 0.9% 0.0% 0人

0人 0.0% 6.7% 5人

LDL-C

60人 36.1% 19.3% 45人

11人 28.2% 29.3% 22人
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11人 28.2% 22.7% 17人

11人 6.6% 17.2% 40人

1人 2.6% 16.0% 12人

5人 3.0% 9.9% 23人

1人 2.6% 9.3% 7人

2人 1.2% 6.0% 14人
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6.5～6.9
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8.0～
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23 

 

（４）生活習慣の状況 

 特定健診の質問票における回答結果の状況を経年比較で見ると、喫煙、睡眠、運動習

慣等の項目で改善がみられた。しかし、運動習慣なし、食事速度が速い、夕食後に間食

をとる等の項目では国・道と比較すると高い割合となっている（図 14）。 

特定健診質問項目の状況 

 

※KDB システム（地域の全体像の把握）より（平成 28 年度累計） 

※棒グラフ上段が平成 25 年度、下段が平成 28 年度実績  

【図 14】 
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（５）未受診者の把握 

医療費適正化において、重症化予防の取り組みは重要ですが、健診も治療も受けてい

ない「G」を見ると、年齢が若い 40～64 歳の割合が 27.0%と高くなっている。健診も

治療も受けていないということは、体の実態が全く分からない状態である（図 15）。 

特定健診の受診有無にかかる生活習慣病治療費の変化を見ると、健診受診者の治療費

は減少しているのに比べ、健診未受診者の治療費は大幅に増加しており、健診を受診す

ることは医療費適正化の面において有用であることがわかる（図 16）。 

 

健診受診者・未受診者の生活習慣病治療割合 

 ※KDB システム（厚生労働省様式 6-10）より（平成 28 年度累計） 

 

国保における一人あたりの生活習慣病治療費の比較 

平成 25 年度 

平成 28 年度 

 

 

 

 ※ＫＤＢシステムより 

【図 15】 

（円）

健診未受診者の

生活習慣病治療費

健診受診者の

生活習慣病治療費
7,029円

36,588円

0 10,000 20,000 30,000 40,000

7　費用対効果：特定健診の受診有無と生活習慣病治療にかかっているお金 ★NO.3_⑥

（円）

健診未受診者の

生活習慣病治療費

健診受診者の

生活習慣病治療費
7,528円

27,191円

0 10,000 20,000 30,000 40,000

　
健
診
対
象
者

1,686人

B

J _治療なし I _治療中 H _治療中（健診未受診）

466人

（48.8%）

40～64歳
健診受診者

296人

（40.4%）

健診受診者

（45.2%）

203人 238人

J _治療なし I _治療中 H _治療中（健診未受診）

762人

65～74歳

E
　
健
診
受
診
者

198人

441人

93人

790人

G_健診・治療なし

418人 372人48人 116人

G_健診・治療なし

J_治療なし

5.0%

I_治療中

43.8%

H_治療中（健診未受診）

39.0%

G_健診・治療なし

12.2%

健診受診者

48.8%

健診未受診者

51.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

J_治療なし

12.7%

I_治療中

27.7%

H_治療中（健診未受診）

32.5%

G_健診・治療なし

27.0%

健診受診者

40.4%

健診未受診者

59.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【図 16】 
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３）要介護（支援）認定者の状況 

要介護（支援）認定者数は、平成 27 年から平成 29 年の３か年を比較すると横ばい

に経過している（図 17）。 

要介護（支援）認定者の有病状況では、心臓病・脳疾患・高血圧・脂質異常症の割合

が北海道・国より高い状況となっている（図 18）。 

要介護（支援）者認定における原因疾患を見ると、循環器疾患や脳血管性疾患など生

活習慣病が起因する疾患が約 30％を占めている。また、認知症も約 30％と高い割合を

占めているが、認知症の発症においても生活習慣病が大きく関与すると言われており、

共通のリスクである高血圧・糖尿病・脂質異常症の重症化を防ぐことは、介護予防にも

つながるといえる（図 19）。 

 要介護（支援）者認定状況 

※各年 10 月 1 日現在 

  

【図 17】 
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要介護者（支援）者有病状況 

※KDB システム（要介護（支援）者有病状況）より（Ｈ28 年度累計） 

 

要介護（支援）者の認定における原因疾患 

 ※池田町地域包括支援センターより 

【図 18】 

【図 19】 
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２．健康課題の抽出 

 これまでの現状の整理、健康・医療情報の分析より抽出した池田町の健康課題は以下

のとおりである。 

 池田町の健康課題 

医
療
費 

・がんと腎不全の死亡率が全国と比べて高く、医療費ではがん、糖尿病、慢性腎

不全の割合が増加している。 

・脳梗塞の一人当たり医療費は北海道よりも高い。 

・がんの中では、乳がん、肺がん、直腸がんなど、生活習慣と発症との関連があ

り、がん検診で早期発見が可能な疾患にかかる医療費が上位を占めている。 

・医療費が高額となる人工透析患者の 6 割以上が糖尿病性腎症を有している。 

・脳血管疾患、虚血性心疾患、糖尿病性腎症で治療中の方は、高血圧、糖尿病、

脂質異常症などの基礎疾患を重複して持つ方が多い。 

健
（
検
）
診 

・特定健診の受診率は上昇傾向にあるものの、目標値には達していない。 

・40 歳代、60 歳代前半の方の特定健診受診率が低く、この年代は、健診も治療

も受けていない方の割合が高い。 

・メタボリックシンドローム該当者の割合が男女ともに全国・北海道と比べて高

く、特に HbA1c の高い方が多い。 

・生活習慣病の治療中でも、コントロールの難しい方が多い。 

・生活習慣では、運動習慣なし、食事速度が速い、夕食後に間食をとると回答し

た方が、全国・北海道と比べて多い。 

・特定健診未受診者の生活習慣病治療費が増加している。 

・がん検診の受診率が、目標値に達していない。 

介
護 

・要介護（支援）認定者の原因疾患は、循環器疾患や脳血管疾患、認知症など生

活習慣と関連がある疾患が多い。 
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第４章 目標の設定 

 池田町の健康課題をふまえて、被保険者の健康の保持・増進の目的を達成するために

必要な目標として、中長期的な目標及び短期的な目標を設定する。 

 中長期的な目標は、計画の最終年度までに達成を目指すものであり、短期的な目標は、

単年度ごとに達成状況の確認・把握が可能なものとする。 

 

１．中長期的な目標 

 １）医療費が高額となる疾患、介護認定者の有病状況の多い疾患、死亡率の高い疾患

である脳血管疾患、糖尿病性腎症を減らす。 

２）死亡率が高く、医療費も高額であるがんの早期発見・早期治療により重症化を予

防する。 

 

２．短期的な目標 

脳血管疾患、糖尿病性腎症の血管変化における共通リスクとなる糖尿病とメタボリッ

クシンドロームを減らしていくことを短期的な目標とする。生活習慣病は自覚症状がな

いため、まずは健診を受けて自分の体の状態を知ること、結果に応じて特定保健指導の

利用や医療機関への早期受診を行うことが重要となる。 

１）特定健診受診率の向上 

２）特定保健指導実施率の向上 

３）糖尿病有病者（HbA1c6.5％以上の者）割合の減少 

４）メタボリックシンドローム該当者割合の減少 

５）がん検診受診率・精密検査受診率の向上 
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第５章 第 3 期特定健康診査等実施計画 

１．第 3 期特定健診等実施計画について 

 医療保険者は、高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条において、実施計画を定め

るものとされている。 

 なお、第１期及び第 2 期は 5 年を一期としていたが、医療費適正化計画等が見直さ

れたことをふまえ、第 3 期（平成 30 年度以降）からは 6 年一期として策定する。 

 

２．目標値の設定 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

特定健診実施率 47.5％ 50％ 52.5％ 55％ 57.5％ 60％ 

特定保健指導実施率 57％ 58％ 59％ 60％ 60％ 60％ 

 

３．対象者数の見込み 

  平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 

特定健診 対象者数 1,731 人 1,709 人 1,686 人 1,663 人 1,641 人 1,598 人 

受診者数 823 人 855 人 886 人 915 人 944 人 959 人 

特定保健指導 対象者数 91 人 94 人 97 人 101 人 104 人 105 人 

実施者数 52 人 55 人 57 人 61 人 62 人 63 人 

※特定保健指導の対象者数は、平成 25 年度から平成 28 年度の特定保健指導対象者の平均発生

率（12％）をもとに、減少を見込んで受診者数の 11％として算出。 

 

４．特定健診の実施 

(1)実施形態 

 健診については、特定健診実施機関に委託し、集団検診及び個別健診にて実施する。

委託先の選定は、受診者の利便性を考慮して多様な形態での実施が図られるよう委託先

を選定し、町と特定健診実施機関が個別に委託契約を締結する。 

 契約書の様式については、国の集合契約の様式に準じて作成する。 

(2)特定健診委託基準 

 特定健診の委託基準は、高齢者の医療の確保に関する法律第 28 条、特定健康診査及

び特定保健指導の実施に関する基準（平成 19 年厚生労働省令第 157 号。以下「実施基

準」という。）第 16 条第 1 項に基づき定められている、厚生労働大臣の告示に準じる。 

(3)特定健診委託単価、自己負担額 

 特定健診委託単価は、実施機関との調整を行い個別に委託契約書で明記する。なお、

特定健診受診者の自己負担額はないものとする。 

【表 15】 

【表 16】 
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(4)健診実施機関リスト 

健診機関名 住所 電話番号 健診時期 

十 勝 い け だ 地

域医療センター 
池田町字西２条５丁目 015-572-3181 月～土曜日 通年実施 

くりばやし医院 池田町字東２条７番地１０ 015-572-3000 
土日祝日休み  通年実施 

（一部休日診療あり）    

藤田クリニック 池田町字大通６丁目１３ 015-572-6020 
日祝日休み  

通年実施 

北斗病院 帯広市稲田町基線７番地５ 0155-47-7777 脳ドック、がんドックと併せて受診 

帯広厚生病院 帯広市西 6 条南 8 丁目 1 番地 0155-24-4161 

巡回ドック （6月・11月に各2 日間、池田町

保健センター・北部地域コミセンにて実施） 

人間ドック （通年） 

北海道 

対がん協会 
釧路市愛国東２丁目３番１号 0154-37-3370 

日曜健診（11 月の第 1 または第 2 日曜日に 

池田町保健センターにて実施） 

(5)特定健診実施項目 

 特定健診実施項目は、国の実施基準により内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病

予防のための特定保健指導を必要とする人を抽出する健診項目とする。詳細な健診の項

目については、実施基準に基づき医師が必要と認める場合に実施する項目であるが、血

管疾患の重症化予防の視点を踏まえ、本町では全員に実施する。 

①実施基準によるもの 項 目 

 

 

ア 基本的な健診の項目 ・既往歴の調査 

・自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

・身長、体重及び腹囲の検査 

・BMI※1 の測定 

・血圧の測定 

・肝機能検査（GOT、GPT、γ-GTP） 

・血中脂質検査（中性脂肪、HDL コレステロール、

LDL コレステロール※２） 

・血糖検査（空腹時血糖または HbA1c）※３ 

・尿検査（尿糖、尿蛋白） 

イ 詳細な健診の項目 ・心電図検査 

・眼底検査 

・貧血検査（赤血球、血色素、ヘマトクリット値） 

・血清クレアチニン検査 

②町独自の追加健診項目 ・血清尿酸検査 

【表 17】 

【表 18】 
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※1：BMI＝体重（㎏）÷身長（ｍ）２ 

※2：中性脂肪が 400mg/dl 以上または食後採血の場合、LDL コレステロールに代えて、Non-HDL 

コレステロールの測定でも可。 

※3：やむを得ず空腹時以外に採血を行い、HbA1c（NGSP 値）を測定しない場合は、食直後（食 

事開始時から 3.5 時間未満）を除き随時血糖による血糖検査を行うことを可とする。 

(6)実施時期 

 5 月から翌年 3 月末まで実施する。 

(7)代行機関 

 特定健診に係る費用の請求・支払の代行は、北海道国民健康保険団体連合会に事務処

理を委託する。 

(8)案内や周知の方法 

 毎年 5 月に特定健診対象者に受診券（A4 サイズ、黄色）を発行し、健診の案内チラ

シ、パンフレットとともに世帯毎に送付する。周知については、保健カレンダー・広報

池田（4 月・9 月）・ホームページへの掲載、町内ポスター掲示などにて行う。また、

治療中であっても特定健診の受診対象者であることから、かかりつけ医から本人への受

診勧奨について、医療機関へ協力を依頼する。 

(9)その他の検査データ収集方法 

 事業者健診等他の法令に基づく健診の結果を医療保険者が受領することにより、その

結果のうち、特定健診の実施項目と重複する部分については医療保険者での実施が不要

となることから、それらの結果の受領を行う。また、本人同意のもとで、保険者が医療

機関から診療における検査データの提供を受け、特定健診結果のデータとして円滑に活

用できるよう、町内医療機関と委託契約を行う。データ受領については、現在実施して

いる機関や受領方法以外の方法についても検討していく。 

①北海道労働保健管理協会からの受領 

②診療上の検査データの受領 

５．特定保健指導の実施 

(1)実施形態 

特定保健指導の実施については、保険者直接実施で保健福祉課保健推進係への執行委

任及び帯広厚生病院への委託の方式で行う。実施場所は、保健センター、北部地域コミ

セン、帯広厚生病院、対象者の自宅等、対象者の利便性を考慮して設定する。また、対

象者への案内は、個別に郵送や面談により随時行う。 

(2)実施内容 

 特定健診の結果に基づき、対象者を保健指導の必要性ごとに「情報提供」「動機付け

支援」「積極的支援」に区分、階層化を行う。 



32 

 

 特定保健指導の対象者を選定し階層化する基準及び特定保健指導として行う積極的

支援並びに動機付け支援の内容については、実施基準に沿った内容とする。 

(3)健診から保健指導実施の流れ 

 「標準的な健診・保健指導のプログラム(平成 30 年版)」様式 5-5 をもとに、健診結 

果から保健指導対象者の明確化、保健指導計画の策定・実践・評価を行う（図 20）。 

 

 

 

【図 20】 
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(4)要保健指導の優先順位と支援方法 

優

先 

順

位 

様式 

5-5 
保健指導レベル 支援方法 

１ 
Ｏ 

Ｐ 

特定保健指導 

Ｏ：動機付け支援 

Ｐ：積極的支援 

◆対象者の特徴に応じた行動変容を促す保健指導の実施 

◆行動目標・計画の策定 

◆健診結果により、必要に応じて受診勧奨を行う 

２ Ｍ 
情報提供 

（受診必要） 

◆医療機関を受診する必要性について通知・説明 

◆適切な生活改善や受診行動が自分で選択できるよう支

援 

３ Ｄ 健診未受診者 
◆特定健診の受診勧奨 

◆診療における検査データ提供の依頼 

４ Ｉ 
情報提供 

（生活習慣病治療中） 

◆かかりつけ医と保健指導実施者との連携 

◆治療中断者対策及び未受診者対策としてのレセプトと

健診データの突合・分析 

５ Ｎ 
情報提供 

（受診不必要） 
◆健診結果の見方について通知・説明 

 

 

 

 

  

【表 19】 



34 

 

６．年間スケジュール 

  

７．個人情報の保護 

(1)基本的な考え方 

 特定健康診査・特定保健指導で得られる健康情報の取り扱いについては、個人情報の

保護に関する法律及び池田町個人情報保護条例をふまえた対応を行う。 

 また、特定健康診査を外部委託する際は、個人情報の厳重な管理や、目的外使用の禁

止等を契約書に定める。 

(2)特定健診・特定保健指導の記録の管理・保存期間について 

 特定健康診査等により得られた記録は、国による標準的なデータファイル使用に基づ

く電子データとして、健診実施機関から代行機関及び保険者に送付される。記録の管理

は、北海道国民健康保険団体連合会への委託により特定健康診査等データ管理システム

 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

４

月 

５

月 

特
定
健
康
診
査 

              

特
定
保
健
指
導 

              

特定健康診査の実施 

対
象
者
の
抽
出 

受
診
券
の
発
送 

受 診 勧 奨   ※特に 10月は強化月間とする 

 

特定保健指導の実施 

※３月に特定健康診査を受けた方は次年度対象 

特定保健指導対象者の抽出 

事業 

の評価 

中
間
評
価 
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で行う。保存期間は、当該データの作成年度から 5 年を経過するまでの期間とする。ま

た、記録の管理には健康管理システムを活用し、被保険者の健康づくりの重要な情報と

して参照できるようにする。 

 

８．結果の報告 

 実績報告については、特定健診データ管理システムから実績報告用データを作成し、

健診実施年度の翌年度 11 月 1 日までに報告する。 

 

９．特定健康診査等実施計画の公表・周知 

 高齢者の医療の確保に関する法律第 19 条第 3 項に基づき、池田町ホームページへの

掲載により公表・周知する。 

 

１０．特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

 毎年度、特定健診・特定保健指導の実施率を確認し、目標値の達成状況を把握する。 

 計画の見直しは、データヘルス計画と一体的に行うこととし、3 年後の平成 32 年度

に進捗状況確認のため、実施方法、周知方法、委託事業者の選定方法、保健指導方法等

について中間評価を行う。また、計画の最終年度の平成 35 年度においては、次期計画

の策定を考慮に入れて評価を行う。 
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第６章 保健事業の内容 

１．特定健診受診率向上対策 

事業名 対象者 概要 

評価指標 

アウトプット 

（実施量） 

アウトカム 

（成果） 

未受診者勧奨 
過去に受診歴の

ない方 

10 月に勧奨通知

を送付。 

勧奨実施率 

新規受診者の割

合 新規加入者への

受診勧奨 
新規加入の方 

新規加入者へリ

ーフレットを送

付。 

不定期受診者へ

の受診勧奨 

過去に受診歴が

あり当該年度未

受診の方 

勧奨資材の工夫。

電話や訪問によ

る受診勧奨。 

継続受診者の割

合 

40 歳代への受診

勧奨 
40歳～49歳の方 

勧奨資材の工夫。 

電話や訪問によ

る受診勧奨。 

40 歳代の受診率 

かかりつけ医か

らの受診勧奨 

町内特定健診実

施医療機関へ通

院中の方 

特定健診受診勧

奨用ちらしを作

成し、かかりつけ

医からの配布を

依頼。 

医療機関への依

頼数 

生活習慣病治療

中の方の受診率 

商工会健診情報

提供 

商工会健診で特

定健診相当の検

査を実施してい

る方 

・本人同意のも

と、検査データを

健診実施機関よ

り受領。 

・情報提供同意者

の増加に向けて

商工会と検討を

進める。 

依頼書配布率 

情報提供同意者

の割合 

 

医療機関情報提

供 

通院中の医療機

関で特定健診相

当の検査を実施

している方 

・本人同意のも

と、診療における

検査データを医

療機関より受領。 

・情報提供者の増

加に向けて検討

情報提供依頼数 

依頼書送付率 

情報提供率 

生活習慣病治療

中の方の受診率 

【表 20】 
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を進める。 

個人からのデー

タ受領 

委託医療機関以

外で特定健診相

当の健診を実施

している方 

データ受領の方

法について検討

を進める。 

－ ― 

健康教育・啓発 一般町民 

各種団体への健

康教育の実施。 

町内イベントで

の啓発。 

介護予防事業で

の啓発。 

健康教育実施数 

啓発リーフレッ

ト配布数 

― 

 

２．特定保健指導実施率向上対策 

事業名 対象者 概要 

評価指標 

アウトプット 

（実施量） 

アウトカム 

（成果） 

厚生連総合健診

受診者への特定

保健指導 

厚生連総合健診

の特定保健指導

対象者で厚生連

で実施されない

方 

町担当保健師に

よる実施勧奨及

び特定保健指導

の実施。 

勧奨実施率 
・対象者の特定保

健指導実施率 

・特定保健指導対

象者の割合 

・健診有所見者の

割合 

・受診勧奨者の医

療機関受診率 

健診結果説明会 

特定保健指導対

象外で受診勧奨

値に該当する方 

担当保健師によ

る健診結果説明

及び受診勧奨の

実施。 
健診結果説明実

施率 

 
特定保健指導対

象外で保健指導

判定値に該当す

る方 

担当保健師によ

る健診結果説明

及び保健指導の

実施。 

 

  

【表 21】 
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３．糖尿病性腎症重症化予防事業 

事業名 対象者 概要 

評価指標 

アウトプット 

（実施量） 

アウトカム 

（成果） 

医療機関未受診

者勧奨 

特定健診受診者

のうち、空腹時血

糖 126 ㎎/dl（随

時 血 糖 200 ㎎

/dl）以上または、

HｂA1c(NGSP) 

6.5%以上で医療

機関未受診の方 

担当保健師によ

る電話、面談等を

実施し、再検査依

頼書を渡して受

診勧奨する。 

未受診が続く場

合は受診再勧奨

を行う。 

対象者への介入

率 

・医療機関受診率 

・介入後のデータ

の変化 

・新規透析導入者

の割合 

 

糖尿病治療中断

者受診勧奨 

特定健診受診者

のうち、糖尿病の

治療を中断して

いる方 

糖尿病管理台帳

を作成し受診状

況を確認する。 

未受診者には担

当保健師による

電話、面談等を実

施し、受診勧奨を

行う。 

糖尿病性腎症ハ

イリスク者への

保健指導 

特定健診受診者

のうち、糖尿病治

療中で重症化す

るリスクの高い

方 

担当保健師によ

る面談を実施す

る。糖尿病連携手

帳を活用しかか

りつけ医と連携

する。 

  

【表 22】 
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４．がん検診受診率・精密検査受診率向上対策 

事業名 対象者 概要 

評価指標 

アウトプット 

（実施量） 

アウトカム 

（成果） 

個 別 勧奨 通知

の送付（国庫補

助事業） 

①40・45・50・

55・60・65 歳

の方 

②20・25・30・

35 歳の女性 

① 胃 ・ 肺 ・ 大

腸・子宮・乳が

ん 検 診 の 勧 奨

通知を送付 

② 子 宮 頸 が ん

検 診 の 勧 奨 通

知を送付 

勧 奨 通 知 送 付

率 

 

 

送付者のがん検診受診

率 

未 受 診勧 奨通

知の送付（対が

ん 協 会補 助事

業） 

過 去 に 対 が ん

協 会 の 胃 が

ん・子宮がん検

診 を 受 診 し た

方 

集団検診の 1

か月前に、対象

者 へ 勧 奨 は が

きを送付。 

か か りつ け医

か ら の受 診勧

奨 

町 内 が ん 検 診

実 施 医 療 機 関

へ通院中の方 

が ん 検 診 受 診

勧 奨 用 ち ら し

を作成し、かか

り つ け 医 か ら

の配布を依頼。 

医 療 機 関 へ の

依頼数 
がん検診受診率 

要 精 密検 査者

への受診勧奨 

が ん 検 診 で 要

精 密 検 査 と な

った方 

担 当 保 健 師 の

訪問・電話等に

よ る 受 診 勧 奨

の実施。 

受 診 勧 奨 実 施

率 

がん検診精密検査受診

率 

健康教育・啓発 一般町民 

各 種 団 体 へ の

健 康 教 育 の 実

施。 

町 内 イ ベ ン ト

での啓発。 

介 護 予 防 事 業

での啓発。 

が ん 関 連 講 演

会の開催。 

健 康 教 育 実 施

数 

啓 発 リ ー フ レ

ット配布数 

講 演 会 参 加 者

数 

がん検診受診率 

がん検診精密検査受診

率 

 

 

【表 23】 



40 

 

５．その他の保健事業 

事業名 対象者 概要 

評価指標 

アウトプット 

（実施量） 

アウトカム 

（成果） 

健康マイレージ

事業 
一般町民 

健診や健康づく

りに関連する事

業に参加して 6

ポイント達成し

た場合に特典を

配布。 

申込者数 達成率 

医療費通知の送

付 
全被保険者 

医療費や健康意

識を高めること

を目的に年 6 回

情報提供を行う。 

医療費通知送付

率 
― 

ジェネリック医

薬品の使用促進 

過去に処方され

た薬をジェネリ

ック医薬品に切

り替えた場合、薬

代が減額となる

可能性のある方 

ジェネリック医

薬品に切り替え

た場合の薬代の

差額を参考とし

て年 3 回通知す

る。 

差額通知送付率 
医薬品削減効果

額 

重複・頻回受診者

への保健指導 

重複受診者及び

頻回受診者 

保健事業での関

わりがある方に

ついて状況把握

と保健指導を実

施する。 

介入数 
受診行動変容率 

 

 

  

【表 24】 
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第７章 計画の評価・見直し 

１．評価の時期 

  計画の見直しは、3 年後の平成 32 年度に進捗確認のための中間評価を行う。 

また、計画の最終年度の平成 35 年度においては、次の期の計画の策定を円滑に 

 行うための準備も考慮に入れて評価を行う必要がある。 

 

２．評価方法・体制 

  保険者は、健診・医療情報を活用して PDCA サイクルに沿った効果的かつ効率的な

保健事業の実施を図ることが求められている。保険者努力支援制度においても 4 つ

の指標として、ストラクチャー（構造）・プロセス（過程）・アウトプット（事業実施

量）・アウトカム（事業成果）での評価が求められているため、国保データベース（KDB）

システムを活用して、受診率・受療率、医療の動向等を定期的に評価する。また、特

定健康診査のデータを用いて経年比較を行うとともに、個々の健診結果の改善度を評

価する。 

 

 

第８章 計画の公表・周知及び個人情報の取扱い 

１．計画の公表・周知 

  計画は、被保険者や保健医療関係者等が容易に知りえるべきものとすることが重 

要であるため、ホームページを通じた周知のほか、地域の医療機関等に周知する。 

 

２．個人情報の取扱い 

  保健事業、特定健康診査等の実施にあたっては、個人情報の保護に関する各種法

令・ガイドラインに基づき、庁内等での利用、外部委託事業者への業務委託等の各場

面で、その保有する個人情報の適切な取り扱いが確保されるよう措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



42 

 

第９章 地域包括ケアに係る取組 

 池田町の国民健康保険では、被保険者のうち 65 歳以上の高齢者（以下、前期高齢者）

の割合が高く、医療費に占める前期高齢者に係る医療費の割合も過半数を超えている。

このような状況から、高齢者が地域で元気に暮らし続けられるとともに、医療サービス

をできるだけ必要としないようにするための疾病予防対策は、市町村や国民健康保険に

とっても重要な課題となっている。 

 地域住民が重度の要介護状態となる原因には、生活習慣病の重症化によるものが増え

ている。要介護になる原因疾患の内脳血管疾患、糖尿病性腎症による人工透析など、生

活習慣病の重症化に起因するものの多くは予防可能であり、国民健康保険加入者の重症

化予防を推進することが、ひいては要介護認定者の減少や地域住民の健康寿命の延伸に

つながっていく。要介護状態になる人を一人でも減らしていくためには、要介護に至っ

た背景を分析し、その結果を考慮して、KDB システムデータ、レセプトデータなどを活

用してハイリスク者を抽出したうえで、保健指導の実施をとおして対策を講じていくこ

とが重要となる。 

 高齢者それぞれに個人の状況に応じた包括的な支援を行っていくためには、医療・介

護・保健・福祉など各種サービスが協力して高齢者を支える地域包括ケアの構築が必要

である。地域のネットワークや情報共有の仕組みによる地域包括ケアの構築が、地域で

元気に暮らしていく住民を増やすことにつながる。 

 

 

 

 


